
○上野原市物品調達等条件付一般競争入札実施要綱 

平成２２年３月２９日 

告示第１７号 

（趣旨） 

第１条 この告示は、業務委託、物品の購入及び物品の借入れ（以下「物

品調達等」という。）の発注を地域要件等の条件を付した一般競争入

札（以下「条件付一般競争入札」という。）の実施に関し、法令等に

定めのあるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（対象案件） 

第２条 条件付一般競争入札の対象となる案件（以下「対象案件」とい

う。）は、予定価格が１,０００万円以上の物品調達等とする。ただし、

特殊性、専門性その他条件付一般競争入札によることが適さない場合

又は市長が必要と認める場合は、この限りでない。 

（入札参加資格） 

第３条 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「政令」と

いう。）第１６７条の５の２の規定により定める条件付一般競争入札

に参加する者に必要な資格（以下「入札参加資格」という。）は、次

に掲げる要件をすべて満たしていることとする。 

（１） 政令第１６７条の４の規定に該当しないこと。 

（２） 本市の入札参加資格者名簿に登録されていること。 

（３） 本市における指名停止措置の期間中でないこと。 

（４） 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第１７条の規定に

基づく更生手続開始の申立て又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）第２１条の規定に基づく再生手続開始の申立てがなされて

いないこと（会社更生法の規定に基づく更生手続開始の申立て又は



民事再生法の規定に基づく再生手続開始の申立てがなされた者であ

っても、更生計画の認可が決定された者又は再生計画の認可の決定

が確定された者を除く。）。 

（５） 会社法（平成１７年法律第８６号）第４７５条若しくは第６

４４条の規定に基づく清算の開始又は破産法（平成１６年法律第７

５号）第１８条若しくは第１９条の規定に基づく破産手続開始の申

立てがなされていないこと。 

（６） 手形交換所による取引停止処分を受けてから２年を経過して

いない者でないこと。 

（７） 入札日前６月以内に手形又は小切手の不渡りを出した者でな

いこと。 

（８） 同一人が代表者（受任者を含む。）となっている法人等が、

同一入札に同時に参加しようとするものでないこと。 

（９） 本業務の履行能力があること。 

２ 市長は、前項に定めるもののほか、対象案件ごとに必要な入札参加

資格を定めることができる。 

３ 前項の資格を定めるときは、上野原市建設工事等指名業者選考会議

（以下「選考会議」という。）に諮り、定めるものとする。 

（入札の公告） 

第４条 政令第１６７条の６第１項及び上野原市財務規則（平成１７年

上野原市規則第５２号。以下「財務規則」という。）第１７７条第１

項の規定による入札の公告（以下「公告」という。）は、市のホーム

ページへの掲載及び契約担当課にて閲覧に供するものとする。 

（入札参加申請） 

第５条 条件付一般競争入札に参加しようとする者（以下「入札参加希



望者」という。）は、入札公告の翌日から起算して７日（休日を除く。）

以内に、条件付一般競争入札参加申請書（以下「申請書」という。）

を市長に提出しなければならない。ただし、市長が必要があると認め

るときは、申請書の提出期限を短縮し、又は延長することができる。 

２ 市長は、対象案件の規模、内容等により実績事項が必要と認められ

る場合には、業務請負（物品納入）実績調書及び市長が必要と認める

書類（以下「添付書類」という。）を申請書に添えて提出させること

ができる。 

３ 前２項の申請に係る費用は、入札参加希望者の負担とし、提出され

た書類等は、返却、公表及び無断での他の用途への使用は行わないも

のとする。 

（仕様書等の周知） 

第６条 市長は、入札参加希望者に対して、対象案件に係る仕様書等を

複写その他の方法により周知を図るものとする。 

２ 入札参加希望者は、仕様書等について疑義があるときは、市長に対

して説明を求めることができる。この場合において、質問しようとす

る者は、質問書をファクシミリ等により提出するものとする。 

３ 前項の質問があったときは、その質問及び回答を入札執行日の前日

までに市のホームページに掲載し、閲覧に供するものとする。 

（入札参加資格の確認） 

第７条 市長は、第５条第１項の規定による申請書の提出があったとき

は、入札参加資格の有無について確認を行い、入札参加資格を有しな

いと認めた者については、条件付一般競争入札参加資格不適格通知書

により通知するものとする。 

２ 前項の通知を受けた者は、当該通知を受けた日の翌日から起算して



３日（休日を除く。）以内にその理由について説明要請書により説明

を求めることができる。この場合において市長は当該書面を受理した

日の翌日から起算して３日（休日を除く。）以内に書面により回答す

るものとする。 

（現場説明） 

第８条 対象案件については、現場説明は実施しないものとする。ただ

し、対象案件の内容等により、市長が特に必要と認める場合は、この

限りでない。 

（入札の方法） 

第９条 入札の方法は、入札公告に示すとおりとする。 

（入札回数等） 

第１０条 入札執行回数は原則として１回とし、落札者がないときは、

入札は取りやめるものとする。 

（入札の無効） 

第１１条 次の各号のいずれかに該当する入札は、無効とするものとす

る。 

（１） 申請書又は添付資料において虚偽記載があった者のした入札 

（２） 入札参加資格のない者（入札参加申請後、当該資格を有しな

くなった者を含む。）のした入札及び入札に関する条件に違反した

入札 

（３） 記名及び押印を欠く入札 

（４） 入札金額を訂正した入札 

（５） 誤字・脱字等により意思表示が不明瞭である入札 

（６） 明らかに連合によると認められる入札 

（７） その他市長が別に定める要件に該当する入札 



（入札結果の公表） 

第１２条 市長は、条件付一般競争入札を実施したときは、その入札結

果を公表するものとする。 

（異議申立て） 

第１３条 入札参加者は、開札後、仕様書等の不明を理由に異議を申し

立てることはできない。 

（その他） 

第１４条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定

めるものとする。 


